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第１回東京都新築建築物制度改正等に係る技術検討会 

 

                 日 時：令和７年６月３０日（月） 

                     午後３時００分～午後４時５６分 

                 場 所：都庁第２本庁舎３１階特別会議室２１ 

 

１．開 会 

２．議 事 

（１）建築物環境報告書制度（中小規模建築物）について 

（２）建築物環境計画書制度（大規模建築物）について 

（３）今後のスケジュール（予定）について 

３．閉会 

 

（配付資料） 

 次第 

 座席表 

 資料１   建築物環境報告書制度（中小規模建物）の強化・拡充について 

 資料２   建築物環境計画制度（大規模建物）の強化・拡充について 

 資料３   今後のスケジュール（予定）について 

 参考資料   

参考資料１ 東京都新築建物制度改正等に係る技術検討会設置要綱 

参考資料２ 東京都新築建物制度改正等に係る技術検討会委員名簿 
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午後 ３時００分 開会  

○事務局 それでは、定刻になりましたので、ただいまから東京都新築建築物制度改正等に

係る技術検討会第１回を開催いたします。 

  委員の皆様におかれましては、本日、大変お忙しい中ご出席賜りまして誠にありがとう

ございます。 

  議事に入るまでの間、進行進めさせていただきます環境局気候変動対策部環境都市づく

り課の小河原と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

  会議の開催に当たりまして注意事項を申し上げます。 

  本会議はウェブによるオンラインと対面の併用による開催となります。傍聴につきまし

てはウェブでの参加となります。都庁の通信環境の状況によっては、映像や音声が途切れ

る場合があります。あらかじめご了承ください。 

  委員の皆様におかれましては、発言を希望される場合は、対面の方は挙手、ウェブの参

加の方はＺｏｏｍの挙手機能でお知らせいただきますようお願いいたします。 

  また、ご発言される際は、最初にお名前をお願いいたします。 

  次に、資料の確認をさせていただきます。 

  資料につきましては、会議次第に記載のとおりです。資料の不足がございましたら事務

局までお知らせください。資料はご説明の際、画面共有にて事務局のほうで表示させてい

ただきます。 

  それでは、ここで委員の皆様の委員名簿の順にご紹介させていただきます。 

  秋元委員です。 

○秋元委員 秋元です。よろしくお願いいたします。 

○事務局 秋元委員におかれましてはウェブ参加になります。 

  続きまして、朝吹委員です。 

○朝吹委員 朝吹です。よろしくお願いいたします。 

○事務局 続きまして、磯部委員です。 

○磯部委員 磯部でございます。よろしくお願いいたします。 

○事務局 続きまして、川久保委員です。 

○川久保委員 川久保です。よろしくお願いします。 

○事務局 川久保委員におかれましては、ウェブ参加になります。 

  田辺委員です。 
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○田辺委員 田辺です。よろしくお願いいたします。 

○事務局 堤委員におかれましては、本日、ご都合により欠席になります。 

  続きまして、宮坂委員です。 

○宮坂委員 宮坂です。よろしくお願いいたします。 

○事務局 なお、本検討会の運営に当たりましては、東京都新築建築物制度改正等に係る技

術検討会設置要綱第５条の規定に基づき、会長に田辺委員、副会長に秋元委員を指名して

おります。 

  続きまして、東京都環境局の幹部職員をご紹介させていただきます。 

  環境局建築物担当部長の松岡です。 

○松岡建築物担当部長 松岡です。よろしくお願いします。 

○事務局 環境局気候変動対策部事業支援担当課長の鮫嶋です。 

○鮫嶋事業支援担当課長 鮫嶋です。よろしくお願いいたします。 

○事務局 環境局気候変動対策部制度調整担当課長の大野です。 

○大野制度調整担当課長 大野でございます。よろしくお願いいたします。 

○事務局 議事に入ります前に、環境局建築物担当部長の松岡よりご挨拶申し上げいたしま

す。 

○松岡建築物担当部長 建築物担当部長、松岡でございます。改めてよろしくお願いいたし

ます。本日の技術検討会開会に当たりまして一言挨拶申し上げます。 

  皆様方におかれましては、大変お忙しい中この会議にご参加いただきまして誠にありが

とうございます。 

  この制度は、令和４年１２月にご案内のとおり環境確保条例を改正いたしまして、この

４月から新たに建築物環境計画書制度が改正されました。また新たに建築物環境報告書制

度につきまして施行されたというところでございます。 

  条例改正後、東京都は本年３月、ゼロエミッション東京戦略Ｂｅｙｏｎｄカーボンハー

フというものを策定いたしまして、２０３５年までに温室効果ガス排出量を２０００年比

で６０％削減するという意欲的な目標を設定してございます。国におきましても住宅にお

ける新たな断熱・省エネ基準の創設、それからライフサイクルカーボンの削減に関する取

組の進展、こういった動きなどがあります。 

  このような状況を踏まえまして、改正制度等が施行されたばかりではあるのでございま

すけれども、さらなる脱炭素化の取組を図っていく必要があるというふうに思ってござい
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ます。 

  本日、ご提示させていただく制度改正案につきましては、忌憚のないご意見を皆様方か

らいただきますよう、何とぞよろしくお願いしたいというふうに思います。 

  以上、簡単ではございますが私の挨拶とさせていただきます。どうかよろしくお願いい

たします。 

○事務局 ありがとうございました。 

  それでは、議事に入りたいと思います。これからの議事につきましては、田辺会長にお

願いしたいと存じます。田辺会長、どうぞよろしくお願いいたします。 

○田辺会長 皆さん、どうもこんにちは。 

  先ほど松岡部長からお話がありましたけれども、東京都は住宅を含む建築関係で７割の

ＣＯ２を出していますので、この分野はカーボンハーフ、Ｂｅｙｏｎｄカーボンハーフの

実現には極めて重要な分野でございます。ぜひ委員の皆さんからは忌憚のないご意見をい

ただければと思います。 

  それでは、議事に従いまして進行させていただきます。 

  議事の１、建築物環境報告書制度（中小規模建物）についてでございます。 

  事務局から資料の説明をお願いいたします。 

○事務局 それでは、資料１、建築物環境報告書制度（中小規模建物）の強化・拡充につい

てご説明させていただきます。 

  スライドの２ページ目ですね。まずは建築物環境報告書制度の概要というところでご説

明をさせていただきたいと思います。 

  スライド３になります。 

  制度創設の背景を記載させていただいておりますが、昨今の気候危機の一層の深刻化で

あったり、ウクライナ・ロシア情勢に端を発するエネルギー危機の影響の長期化が懸念さ

れております。これらは都民生活や事業活動に多大な影響を与え、また脱炭素化とエネル

ギー安全保障の確保の一体的な実現が必要という状況になってございます。 

  したがってエネルギーの大消費地・東京の責務として、経済、健康、レジリエンスの確

保を見据え、２０３０年カーボンハーフの実現に向け、脱炭素社会の基盤を早期に確立す

ることが急務であったというのが、この制度を創設した当時の背景でございます。 

  一方、都内ＣＯ２の排出量を見てみると、７割が建物でのエネルギー使用に起因してい

るということ、また一方で２０５０年時点では、建物ストックの約半数、住宅においては
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およそ７割が、今後、新築される建物に置き換わっていく見込みとなっております。これ

らから２０５０年の東京の姿を形づくる新築建物への対策が極めて重要であるというとこ

ろでございます。 

  一方、現状、都内の住宅屋根への太陽光発電設備の設置量は限定的でございまして、こ

れは翻して言いますと、大きなポテンシャルを屋根が持っているというところに我々は着

目をいたしました。 

  家庭部門でのエネルギー消費量というのは、２０００年度比で唯一増加しておりまして、

ここの部分についても一層の対策の強化が必要でございました。 

  ４スライド目になりますが、こういった背景を踏まえて、令和４年１２月に環境確保条

例を改正し、脱炭素社会の実現に向けた実効性ある取組の強化を図る施策の一つとして、

延べ面積２，０００平米未満の中小規模新築建物に対する制度、建築物環境報告書制度と

いうものを創設させていただき、本年、令和７年４月から無事施行を迎えたというところ

になります。 

  ５スライド目になります。 

  先ほど部長の松岡からのご挨拶にもございましたが、都は令和７年３月、２０３５年ま

でに温室効果ガス排出量を２０００年比で６０％以上削減するという新しい目標を設定い

たしました。２０３５年に向けて、都としてもより一層の取組が求められているという状

況にございます。 

  これらの状況を踏まえまして、建築物環境報告書制度の概要というところで、スライド

６をご覧ください。 

  こういった背景で創設した新しい制度ですが、これは皆様はご承知おきのことかと思い

ますが、各都民の皆様に直接というよりかは、供給規模が一定以上の建物供給事業者、い

わゆる大手ハウスメーカーさんを中心に、新築住宅等への太陽光発電設備の設置や断熱・

省エネ性能の確保等を義務づける制度となっております。 

  具体的にどういった内容が義務づけられるかというのが、左下に書いております。 

  まず、各大手ハウスメーカー様が新築する建物単位で、それぞれの建物において断熱・

省エネ性能を確保する。また太陽光発電設備等の設置を行う。電気自動車充電設備の設置

を行う。これらについて、都が定めた基準に適合いただくという義務がございます。 

  また併せて、特定供給事業者様が施主や購入者様、住まい手の皆様に対して、自らが供

給する新築建物の環境性能をご説明いただくという義務がございます。 
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  これら①②③④の義務、それぞれの基準への適合状況等を東京都に対して毎年度報告い

ただくというのが五つ目の義務になります。事業者様からいただいた報告内容を、都がホ

ームページ等で公表するという仕組みになっております。 

  ７スライド目になります。 

  今申し上げた義務についてのイメージを記載させていただいておりますが、①②③④の

それぞれの義務を、例えば今年度からスタートしましたので、令和７年度に実施いただい

た場合、その実績を、翌年度、令和８年の９月末までに東京都のほうまで報告いただくと。

このサイクルを毎年度毎年度繰り返していくというようなイメージとなります。 

  ８スライド目になります。 

  ここで論点整理というところで、今回、建築物環境報告書制度において省エネルギー性

能の基準の見直しというものを検討していきたいと思いますので、そちらのご案内をさせ

ていただきます。 

  ９スライド目になります。 

  先ほどの概要をお示しした資料を再掲しておりますが、今回の会議においては、①断

熱・省エネ性能を確保という部分についてご検討いただきたいと考えております。 

  １０スライド目になります。 

  こちらは、現行の建築物環境報告書制度における断熱・省エネ性能の基準を示しており

ます。住宅等の区分に応じて下の表に示す各断熱・省エネ性能に適合をいただくことが必

要となります。 

  上三つですね。住宅トップランナー事業者が供給する住宅というところがございますが、

こちらは国の住宅トップランナー基準、既に目標年度を迎えたものと同じ値としています

が、全国平均で達成する国の住宅トップランナー基準に対して、本制度では都内平均で達

成いただくということが特徴となります。 

  １１スライド目には、この義務基準の一個上の、現行の誘導すべき断熱・省エネ性能の

基準というものを示しております。こちらも考え方は同様なのですが、国が示している遅

くとも２０３０年までに到達すべき水準に設定しております。 

  これらの義務基準、誘導基準については、国のロードマップを参考に見直していくと、

これまで各所でご説明を差し上げてまいりました。 

  １２スライド目ですけれども、こちらに参考といたしまして、国のロードマップを掲載

しております。 
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  国のロードマップ上では、２０２７年度に住宅トップランナー基準をＺＥＨレベル以上

に引き上げる方針が示されており、こちらの水準を現行基準では誘導基準として設定して

いるというところでございます。 

  １３スライド目になります。 

  前回、令和４年度から５年度にかけて行った現行基準をご検討いただく技術検討会から

今までの間、国の断熱・省エネに関する新たな基準が設定されてまいりました。 

  １点目として、建売戸建住宅・注文戸建住宅・賃貸アパートトップランナー基準の引上

げ、これが目標年度２０２７年度として実施されたところです。 

  また、２点目として、分譲マンショントップランナー基準というものも新設され、これ

が２０２６年度目標年度に定められております。 

  ３点目として、中規模非住宅ですね、３００平米から２，０００平米の非住宅建築物に

ついて、２０２６年度より省エネ基準が引き上げられるということが決まりました。 

  我々はこの制度を構築する前段階において、『条例制度改正の基本方針』というものを

発表させていただいておりましたが、この中でも断熱・省エネに関する基準というものは、

国基準以上の基準を設定していく方針を掲げております。 

  ついては、都としては国基準の引上げ等に当たり、本制度においても省エネルギー性能

の基準の見直しが必要と考えております。 

  １４スライド目ですけれども、参考として、先ほど述べた条例制度改正の基本方針を抜

粋して掲載させていただいております。この赤で囲んだところですね。断熱・省エネ性能

について、国基準以上の基準を設定するというのを定めておるというところでございます。 

  また、１５スライド目につきましては、住宅トップランナー基準の改正内容というとこ

ろを書かせていただいております。 

  黒字が既に目標年度を迎えた、いわゆる旧基準ということになります。赤字というのが

新しくこのたび定められた新基準ということになります。 

  それぞれ目標年度というところに書いてあるとおり、建売戸建、注文戸建、賃貸アパー

トについては２０２７年度を目標年度に、分譲マンションについては２０２６年度を目標

年度に、それぞれおおむねＺＥＨ水準以上というところで新たな基準が定められたという

ところでございます。 

  １６スライド目になります。 

  こちらも参考として中規模非住宅の省エネ基準の改正内容というところを記載させてい
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ただいております。この度、真ん中の赤で囲っているところですが、２０２６年度に中規

模非住宅についてのみＢＥＩが１．００から、用途に応じて０．７５から０．８５という

ところに引き上げられるということが決まりました。 

  １７スライド目になります。 

  これらの状況を踏まえまして、我々としては以下の方針で省エネルギー性能基準を見直

ししていきたいというふうに考えております。 

  まず、建売戸建、注文戸建、賃貸アパートトップランナー基準の引上げであったり、分

譲マンショントッププランナー基準の新設であったり、これらに対応して新しい住宅トッ

プランナー基準と同様に、住宅の断熱・省エネ性能の基準（義務）のほうを引上げさせて

いただく。また、義務基準の引上げに伴って、住宅の断熱・省エネ性能基準の誘導基準の

方も合わせて引き上げさせていただきたいと考えております。 

  義務基準につきましては、本会議で検討していただくというところですが、一方で、後

述いたしますが、誘導基準につきましては、都独自基準を定めていかなければならないの

で、都による各種調査等を踏まえて、第３回会議以降に改めて素案を提示させていただき

たいと考えております。 

  また、３点目の中規模非住宅の省エネ基準の引上げに合わせて、国基準と同様に、本制

度においても中規模非住宅の省エネ新基準（義務）を引き上げさせていただきたい。これ

をこの会議で検討いただきたいというふうに考えております。 

  １８スライド目になります。 

  都制度と国制度の比較というところで、断熱に関しての比較の表になります。 

  こちらの表に記載しておりますとおり、左下、現行基準、薄い青でUA値０．８７と書い

てあるかと思います。こちらが住宅トップランナー基準、真ん中のグレーの下のUA値０．

８７と合っている。この住宅トップランナー基準がUA値０．６０に引き上がるので、都の

義務基準も合わせて引き上げる必要があるという考え方になります。 

  ただ、そうすると、今、緑の薄いところで現行基準誘導がUA値０．６０となっておりま

すが、ここと新たな義務基準がそろってしまうので、新たな誘導基準を検討しなければな

らない。しかし、国の方でUA値０．６０より上の住宅トップランナー基準の考え方がまだ

現状示されておりませんので、都としてふさわしい水準はどこにあるのかというところを

検討していく必要があるという観点になります。 

  同様の内容が、１９スライド目以降の一次エネについても言えます。 
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  １９スライド目については、一次エネで戸建住宅系の住宅区分について、同様に比較の

表を記載しております。 

  また、２０スライド目につきましては、共同住宅系の一次エネの比較表を掲載しており

ます。 

  新しい基準を検討していくに当たっては、東京都で独自に行っている東京ゼロエミ住宅

という制度であったり、また国の各種補助制度や住宅性能表示の制度であったり、こうい

った値を参考にしつつ、適切な値をまた改めてご提案できればと考えております。 

  ２１スライド目になります。 

  ここからは、具体的に住宅の省エネルギー性能基準、義務基準の引上げについて素案を

お示しさせていただきます。 

  ２２スライド目になります。 

  住宅の省エネルギー性能基準（義務）の改正内容になります。 

  住宅トップランナー基準との整合を図るため、２０２７年度（分譲共同住宅基準は２０

２６年度）より住宅の省エネルギー性能基準（義務）を改正させていただきたいと考えて

おります。 

  赤字で書いているのが改正内容になります。数字としては、国の新しい住宅トップラン

ナー基準に合わせる形で記載しております。 

  ２３スライド目になります。 

  基準引上げに伴う効果というスライドになりますが、今回、制度対象となる建築物につ

いては、都の年間の新築中小規模建物のうち約５５％を占めると試算しております。この

うち、今回の基準引上げの対象となる住宅というのは、住宅トップランナー事業者が建設

する、自らのトップランナー区分と合致する住宅になりますので、制度対象建物のうち約

９０％が今回の断熱・省エネ性能基準の引上げの対象になってくると考えられます。 

  従いまして、２０２７年度以降については、都内の新築中小規模建物の約半数が、事業

者平均でというところはございますが、ＺＥＨ水準以上への適合義務化が図られるという

ことになり、これは国が掲げる２０３０年度までという目標に対して、ある意味先行して

義務を課させていただくという形になります。 

  ２４スライド目になります。 

  続きまして、中規模非住宅の省エネルギー性能基準の引上げについてです。 

  ２５スライド目に非住宅の省エネルギー性能基準（義務）の改正内容を記載させていた



 10 

だいております。こちらは建築物省エネ法との整合を図るため、２０２６年度より非住宅

の省エネルギー性能基準（義務）を改正するというものになっております。 

  今まで用途で分かれていなかったところではございますが、国の建築物省エネ法に記載

されたとおり、用途を３用途に区分した上で、それぞれＢＥＩ値０．７５から０．８５の

間で新たな義務基準を設定させていただく形になります。 

  なお、誘導基準につきましては引き続き、国のロードマップに示された遅くとも２０３

０年度までに到達すべき基準、ＢＥＩ０．６ないし０．７というところで引き続き設定さ

せていただく予定でございます。 

  ２６スライド目になります。 

  ここはまた論点整理というところになりますが、住宅の省エネルギー性能基準（誘導）

の引上げについて考え方をお示しさせていただきたいと思います。 

  ２７スライド目になります。 

  義務基準の引上げに伴って、より高みを目指す事業者様の取組を促進させていただくた

め、誘導基準も併せて引上げを検討させていただきます。 

  一方で、国のロードマップ等において、２０２７年度の次の住宅トップランナー基準案

は未提示という状況になります。よって、都独自の基準設定が必要となりますが、例えば、

左下にあるような東京ゼロエミ住宅であったり、右下には住宅性能表示制度（見直し案）

も記載させていただいておりますが、これらの制度との一定の整合性も考慮しつつ検討を

進めて参りたいと考えております。 

  ２８スライド目になります。 

  参考という形ですが、住宅トップランナー制度における太陽光発電の設置目標について、

ご説明させていただければと思っております。 

  ２９スライド目になりますが、このたび、先ほどご説明した住宅トップランナー基準の

断熱・省エネの数字の引上げと併せて、太陽光発電設備の設置目標が住宅トップランナー

制度に新設されることが決まりました。 

  こちらのスライドには国の資料の抜粋を載せておりますが、２０２７年度に建売戸建住

宅は設置が合理的な住宅の戸数のうち３７．５％に、注文戸建住宅については同様に８７．

５％に太陽光発電設備を設置するという目標が掲げられているところでございます。 

  ３０スライド目になりますが、一方で、建築物環境報告書制度においても、既に先行し

て再エネの設置基準を設けているところでございます。両制度を比較すると、対象の建物
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の区分については、都制度の場合は共同住宅や非住宅を含んでおり、また設置基準につい

ては、都は事業者ごとに設置容量を規定する基準ですが、国のトップランナー制度は住宅

区分ごとに一律の設置率を規定するという基準となっています。また、除外の規定につい

て、屋根面積で見るのか敷地面積で見るのかといった差異がある状況でございます。 

  つきましては、我々としては、２０２７年度以降も都制度と国制度の両輪で再エネの普

及拡大を目指していきたいという考え方について、この場で示させていただきたいという

ところでございます。 

  ３１スライド目の、今後の予定というところでございます。３２スライド目になります。 

  この度の断熱・省エネ基準の改正ですけれども、令和８年（２０２６年）４月には中規

模非住宅及び分譲共同住宅の改正を行う予定になりますので、今年度中に技術検討会での

ご議論を踏まえた上で、規定類の整備や周知等を行い、令和８年度、９年度の改正施行を

予定しております。 

  また左下の赤い矢印でございますが、既にプレス発表等でもご案内させていただいたと

おり、第２回の技術検討会（令和７年８月７日）にて、事業者様からの意見表明の機会を

設けさせていただきたいと考えておりますので、それに先立って７月１日から１５日まで

意見表明の募集期間とさせていただいております。ここで意見表明を応募された事業者様

については、繰り返しになりますが、令和７年８月７日の第２回技術検討会において意見

表明をいただき、そのご意見を踏まえて第３回以降に義務基準の取りまとめ、また誘導基

準の素案提示・取りまとめということで進めていきたいと予定をしております。 

  私からの説明は以上になります。 

○田辺会長 ありがとうございました。 

  それでは、ただいまの説明につきまして、皆様方からのご質問、ご意見等をいただけれ

ばと思います。ご発言を希望される方は直接挙手、またはＺｏｏｍの挙手機能でお知らせ

いただければと思います。いかがでしょうか。 

  それでは、磯部委員、お願いします。 

○磯部委員 武蔵野大学の磯部からよろしいでしょうか。 

  こういう形で断熱性能を上げていくというのは非常に望ましいと思う一方で、誘導基準

についてＵＡ値をどんどん上げていくとなると、果たしてＵＡ値をどこまで上げればいい

かというところの議論が出てくるかなと私自身は思っています。なので、東京都として最

適なＵＡ値というのがどのくらいかというところはしっかり定めていかないと、過剰なス
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ペックになったり、あと壁の厚さとかそういうところにも断熱材の厚さというのが関わっ

てくるので、工法的な工夫も必要になってこようかなと思います。その辺りを都のほうで

最適なＵＡ値というのはどのくらいかというところを示した上で、工法的な在り方という

ところも整理していただいて、誘導基準というところを定めていただくといいかなと思っ

ております。 

  義務基準に関しては現行でＵＡ値０．６というところで、おおよその大規模事業者様が

クリアできそうな水準かなとは認識しておりますので、そちらについては賛成ではありま

すけども、今後の誘導基準はまだ示されていないですが、その在り方についてはやはり現

実的なところに落とし込んでいただけるといいかなと思っております。 

○田辺会長 どうですか。会場からいかがですか。 

  どうぞ、朝吹委員、お願いします。 

○朝吹委員 非常に分かりやすい説明をどうもありがとうございました。 

  私は２３ページ目に関することなんですけど、ここ５年ぐらいすごく住宅の価格が引き

上がりまして、さらに今回、基準法の改正があって、この制度に関しても施行してという

感じなので、都民の方々がその中でどういった水準の住宅を選択していくのかというのが

流動的というか、なかなか予想できないところもあるかなというふうに思っています。 

  基準の引上げも負担感のある人はいるかもしれないですし、その一方で制度対象外の建

物という選択肢もあれば、新築以外の選択肢というのもある中で、今後、ＺＥＨ水準以上

の住宅の割合とか戸数がどう伸びていくのかというのは、ここ数年すごく注視していかな

ければならないのかなというふうに思っています。 

  その中でどの選択をするのかというのがカーボンハーフの実現には結構影響すると思い

ますので、住まいを選択するとき、新築とか新築でないとか、大規模、小規模という選択

があると思うんですけど、選択してしまうよりも前の段階で省エネとかカーボンニュート

ラルに関する広報とか誘導する策を取っていかなければいけないのかなというふうに思っ

ております。 

  以上です。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  もし事務局からここで回答等があればお願いいたします。 

○事務局 磯部委員、朝吹委員、ありがとうございます。 

  磯部委員からいただきました、断熱の誘導基準の最適なＵＡ値がどこにあるかというと
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ころですが、我々としてもそれを今も考えながら検討を進めているところでございます。

おっしゃるとおり、制度の誘導基準にはなりますが、義務的な制度における基準というと

ころもございますので、過度な負担感にはならないような形で設定していきたいという考

えがある一方で、やはり誘導基準ですので、より高みを目指される事業者様にとって目指

す価値のあるような内容というところも、一方で観点としては重要かなと思っております。

そこで、適切な水準がどこかという点をお示しする際に、ご指摘にあった具体的なスペッ

クがどうなるのかとか、どういった断熱材を入れて、どういった窓やサッシを入れたら達

成できるのかという点についても併せてこの素案の提示の際にはお示しして、皆様にご納

得いただけるような形で進めて参りたいと考えております。ありがとうございます。 

  朝吹委員からいただきました、住まいを選択いただく前の広報が重要だというご指摘に

ついて、大変貴重なご指摘だと考えております。我々としてもこの報告書制度を進めてい

くに当たっては、各種普及啓発、広報というところには注力してきたところでございます。

今後も引き続き、実際に住宅を選ばれる都民の皆様にとって、こういった断熱・省エネ性

能の高い住宅であったりだとか、今回の検討には含まれていませんが、報告書制度で取り

扱っている再エネだとか電気自動車充電設備だとかが設置されている住宅に多様なメリッ

トがあるというところを感じていただくように、引き続き我々としても普及啓発について

取り組んでまいりたいと考えております。ありがとうございます。 

○田辺会長 よろしいですか。まだ今日はかなり時間があるので、いろいろご意見を伺える

と思います。 

  それでは、ウェブ参加の秋元委員、お願いいたします。 

○秋元委員  

  国基準の断熱とか省エネ性能以上の基準を設定するということについて、大変よいこと

であると思います。 

  ＧＸ志向型住宅をはじめとして求める性能がかなり高いレベルになってきているので、

この国基準以上を定めるのは大変だろうと思っております。そのために、今もご説明にも

ありましたが、この誘導基準、義務基準をクリアできるスペック、仕様の仕組みをしっか

り提示していただくことが大事だと考えました。 

  それと、例えば２７ページが分かりやすいのですが、例えば右の図で住宅性能表示制度

の見直し案で、いろいろどんどん基準が増えてきているので、一般消費者が都の基準につ

いても複雑になってくると混乱する可能性があります。正しく理解していただけるような
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形にしていただきたいと思っております。 

  あと最後に、都の保有する住宅であったり、公共施設の現状がどのぐらいで、本日ご提

示いただいたものの基準をクリアするために無理のない状態にあるのかということについ

て教えていただければと思います。お願いいたします。 

○田辺会長 よろしいですかね。もしよろしければここで事務局から回答は可能でしょうか。 

○事務局 はい。ありがとうございます。 

  前段でご指摘いただいた、新たな基準がつくられることによる混乱を防がなければなら

ないという点につきまして、おっしゃるとおりだと認識しております。ですので、都独自

となる一方で、現行の他の制度との一定の整合性も考慮しつつ、なるべく制度を運用され

る事業者様にも理解いただくような形で設定していきたいと思っております。 

  また、制度対象となる見込みの事業者様とは、定期的に意見交換等を通じてコネクショ

ンを保ち続けているところでございますので、引き続き、この制度の改正については適切

にご案内を続けていきたいと考えております。 

  後段については、都の所有する住宅についてのお話だったかと思いますが、申し訳ない

んですけど、ちょっとただいま手元にデータを持ち合わせておりませんので、また改めて

第３回以降というところでお示しをさせていただきたいなと考えております。 

○田辺会長 秋元委員、よろしいでしょうか。 

○秋元委員 ありがとうございます。 

○田辺会長 はい。宮坂委員、お願いします。 

○宮坂委員 宮坂です。丁寧なご説明ありがとうございました。 

  方針として、国のトップランナーの基準に合わせて東京都の基準も上げていくというこ

とは良いと思いますし、先日ニュースでも見ましたが、給湯器の各メーカーに高効率なも

のを作るようにというような指導が入ったということもあり、そういう意味ではＢＥＩを

上げると追い風にもなっているのかと思いました。 

  質問ですが、トップランナー基準について、国の基準が全国平均で満たすのに対し、東

京都内の平均で達成することとするということで、内容的には厳しい方向になるのかと思

いますが、全国平均で満たす基準としたとき、何か地域ごとにばらつきがあったりとかす

るのか、特に地域差は無く、事業者とお客さんとの中で設定されるだけのものなのか、傾

向はありますか。東京都だけで見たら実はもう既に達成できる見込みがあるのかどうかな

ど、その辺の何かヒアリングなどされていたら教えていただけますか。よろしくお願いし
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ます。 

○田辺会長 よろしいですか。事務局から回答されますか。はい、お願いします。 

○事務局 はい、ありがとうございます。 

  住宅トップランナー制度については、確かに全国平均での達成で良いというような制度

になっております。我々も各ハウスメーカーさんと定期的にヒアリング等をさせていただ

いておりますが、新たな住宅トップランナー基準については、おおむね全ての事業者様が

問題ないのではないかという感触を、我々としては得ているというところでございます。 

  ただ、都内のそもそもの住宅の平均価格というのは近年ずっと上昇傾向ですし、ともす

ればこういう断熱・省エネの性能であったりだとかが、コストカットの対象となりかねな

いという点も危惧しておるところでございます。そういった中で、しっかり都が義務基準

という形で一定の線を引くというところに、都内の住宅・建築物の断熱・省エネ性能を確

保するという意義というものがあるのかなと考えている次第でございます。 

○田辺会長 よろしいでしょうか。 

  川久保委員、手が挙がっています。お願いいたします。 

○川久保委員 ありがとうございます。まずは２０３５年までに温室効果ガス排出量を２０

００年比で６０％以上削減を目指してこのような意欲的な議論がされていることに敬意を

表したいと思います。ありがとうございます。 

  ちょっと質問させていただきたかったのは、この委員会で検討されている義務基準や誘

導基準というのは何年間ぐらい有効にすることを検討されているかというところをちょっ

と知りたかったです。今の現行の基準も既に数年間、多分運用されてきたと思うんですけ

ど、いずれ多分、今検討しているものもまた改定すると思うんですけど、ちょっとそこら

辺まで検討されていないのかもしれないですけど、何かイメージがあれば教えてほしいな

と思いました。 

  理由は、やっぱり今検討している義務基準、誘導基準というのは２０５０年のカーボン

ニュートラルの達成を非常に大きく左右するものだと思います。住宅建築物はもうご存じ

のとおり完成竣工した瞬間にストックとなるわけで、少なくとも数十年から半世紀とか、

長いものではさらに長期間影響を与え続けますので、２０５０年の都民と都職員から見た

ときに、あのときにこうしておけばよかったというふうにならないような誘導水準であっ

たり義務水準を設定すべきかと思ったり、もちろん短期的には技術水準だったりとか市場

の需用性を踏まえての検討になると思うんですけども、長期的にはそういったことも考え
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ないといけないと思いますので、今、設定するものが大体何年間ぐらいを目安に、５年間

なのか１０年間なのか、その辺りの期間、スパンとしてどれぐらいをイメージされている

のかというのがもしあれば教えていただきたいなと思います。よろしくお願いします。 

○田辺会長 ありがとうございます。事務局よろしいでしょうか。 

○事務局 はい、ありがとうございます。 

  今回の新たな義務基準、誘導基準が大体の程度ぐらいのスパンで設定されることを想定

しているかというご質問と承りました。現時点で明確なところは決まっていないというの

が正直なところではございます。と申しますのも、先ほどの私からの説明にあったとおり、

基本的にはこの断熱・省エネの基準というのは国の基準と足並みを揃えて引上げを考えて

いくというところになります。よって、国がトップランナー基準であったり省エネ基準を

上げるときに合わせて上げていきたいというのが、まずは一つの考え方になります。 

  ただ、その考え方でいくと、現在、国のロードマップにおいては遅くとも２０３０年度

までに省エネ基準のＺＥＨ水準への引上げというところがございますので、一つはそのタ

イミングというのが改正が起こり得ると申しますか、少なくとも国の義務基準の引上げに

合わせて、都の基準も合わせて引き上げるというところは発生することが予想されるかな

と。まだ我々としても何も決まったわけではないですが、一つそういったポイントが想定

されるかなと思います。 

  また一方で、ご指摘もいただきました２０３５年の長期目標というところもございます

ので、ここへの達成状況も踏まえてどうなのかというところも、一つ考えとして持ってお

かなければならないポイントかなと考えております。 

  すみません、ちょっとまとまりのないご回答で恐縮ですが、よろしくお願いいたします。 

○宮坂委員 ありがとうございました。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  ほかに何かご意見はございますか。会長も少し発言していいですか。 

  非常によい資料と思います。ちょっと伺いたいのは３ページで２０５０年時点では建物

ストックの約半数、住宅は７割が今後新築される建物というのを確か、条例をつくってい

るときに小池知事がされたと記憶をしていますけども、昨今の建設費の高騰とか住宅の価

格の高騰で、この辺りの数字というのはどのくらい上振れ下振れするかというのをどこか

で精査いただくといいんじゃないかなと思います。場合によっては既築対策をもう少しき

ちんとしないといけないとか、そういう政策的なことにも関係するので、ぜひ可能な範囲
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で良いと思いますけど、お願いできればと思います。 

  それから、これは質問ですけど６ページの今回の一定規模以上が一定以上の建物供給業

者にこの報告書制度が適用されるわけですけども、実際に年間２万平米以上を供給する事

業者の中で、戸建住宅ではなくて一番後ろの太陽光のところに書かれていますけど、共同

住宅、賃貸アパート、分譲マンション、非住宅の事業者がどのくらいの割合で含まれてい

るかというのを、何か感覚的には住宅中心ではないかな、戸建住宅中心ではないかなとい

う認識があるんですけども、この辺りのカバーといいますかについて教えていただけると

ありがたい。 

  それから、これは意見ですけど、２２ページの今回の義務水準をＵＡ値が等級５のＵＡ

値０．６で、省エネを０．８、注文戸建を０．７５にしようという話ですけども、分譲の

共同住宅基準だけ住宅トップランナーが２６年だったために、再エネの削減量が含まれて

いるんです。賃貸住宅より分譲共同住宅のほうが少し緩くなるようなのはあまり望ましく

ないんじゃないかなと思うんですよね。できればここはもう再エネを除いて一律にそろえ

て、東京都の太陽光の制度でこちらを拾っていただくほうが望ましいのかなというふうに

思います。これは私の意見でございます。 

  それから今回、断熱と省エネ性能がうたわれていますけど、こういうことが実現すると、

都民の住宅がどういうふうによくなっていくかということはやっぱり資料としてついてい

ると良い。これは伊香賀先生、川久保先生などが調べられている血圧ですとか夜間頻尿と

か、あるいは様々な健康的なメリットとかがありますよね。こういったことも資料につけ

て説明をしていくというのが良いと思います。省エネ性能の説明のみではやっぱり負担感

があるので、居住者にとってのウェルビーイングは説明いただくことが非常にいいのかな

というふうに思います。 

  それから何かいっぱい言ってすみません。２７ページ以降の誘導基準ですけど、これは

なかなか難しいですよね。今のところ国のほうで３５年の誘導水準が出ているわけではな

いので、ＧＸ志向型住宅とかＧＸ-ＺＥＨの話は出ていますけども、どのくらいのところ

というのをよく事業者の方々がパブコメといいますか、意見表明ができるような場を設け

て、ぜひ丁寧に聞いていただいて、この辺りを進めていただければと思います。東京ゼロ

エミと住宅性能表示も少し計算法が違っていたり、根本の条件が違っていたりするので、

この辺りについてもよくご意見を聞いていただければなというふうに思います。 

  私のほうからは以上です。 
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  今ので何かまた意見があればぜひ委員の方々からもお願いします。 

  東京都、いいですか。 

○事務局 はい、ありがとうございます。 

  まず３ページ目の建物ストックの件ですけれども、ちょっとすみません、現時点で持ち

合わせがございませんので、ただしやはりおっしゃるとおり、着工棟数自体も減少傾向に

あるというところも把握しておりますし、住宅自体の価格も上がってきているというとこ

ろで、こういったところの試算というのも適宜実施していきたいなと考えております。あ

りがとうございます。 

  建物供給事業者における共同住宅だとか非住宅系の割合というところですけれども、具

体的な割合というところはご説明させていただくのは控えさせていただきたいのですが、

我々が制度対象見込みと考えている事業者さんのうち、賃貸アパートを主軸に供給される

事業者さんであったりだとか、いわゆる共同住宅系の事業者さんというのは複数社いらっ

しゃると我々は把握しております。 

  また、最大手のハウスメーカーさんというのは、戸建もやり、共同住宅もやりと、幅広

い住宅について手がけていらっしゃる事業者さんもいらっしゃいますので、そういった事

業者さんも含めますと、都内に供給される中小規模の賃貸住宅についても、多くをこの制

度はカバーしているのではないかと考えております。 

  ２２ページ目の分譲共同住宅基準の省エネ性能について、再エネを含むか除くかという

ところで、現在の素案は単純に住宅トップランナー基準と合わせて書かせていただいてお

ります。ただ、基準の分かりやすさだとかを考えると、再エネを除いたＢＥＩ０．８とす

るという考え方も当然あるかと思いますし、田辺会長がおっしゃるとおり、再エネを含む

ということはその分をＢＥＩの計算上は緩和できるというような考え方になりますので、

一つだけ少し基準が緩いような形にもなってくる可能性があります。 

  ただ一方で、２０２６年度までもう１年を切っているという状況もありますので、しっ

かり状況を注視しつつ、必要に応じて第２回での意見表明でぜひ意見をお寄せいただけれ

ばいいなと思うところと、東京都としても各事業者の皆様に対して率直にご意見を伺うと

いうところも検討していきたいなと。それらを踏まえて改めて、第３回にどうすべきかと

いうところを素案としてお示しさせていただければと思います。 

  後は、ご説明の中に具体的に都民の皆様の暮らしがどうよくなるのかというところを入

れておくべきというご意見について承りました。そうですね。ＺＥＨ水準が義務的な基準
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になるというので、より分かりやすく断熱性能の向上に係る健康的なメリットというとこ

ろもご説明できるようになるのかなと思いますので、今後の普及啓発等も含めて、こうい

ったところを適切に周知していくようなことを考えていきたいなと思っております。 

  最後の誘導基準の件についてですけれども、確かにおっしゃるとおり、ゼロエミ住宅の

計算の方法が少し違っていたりというところもございますし、そういった基準設定の難し

さというのは事務局としても感じているところではございますが、適切なところを提示で

きるように進めていきたいと思いますし、事務局からも、意見表明をいただく場合に当た

っては、この誘導基準についても何かご意見をお寄せいただけると大変参考になるという

ところを、併せてお伝えさせていただければと思います。 

  以上となります。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  この資料１に関して、委員の皆様から追加のご意見等はございますでしょうか。いかが

でしょうか。 

  磯部委員、お願いいたします。 

○磯部委員 武蔵野大学の磯部でございます。 

  田辺委員長からご発言があったように、やっぱり事業者さんが元気になるような制度じ

ゃないといけないかなと思いまして、基準というのはやっぱり守るべきもので、守らなけ

れば罰するみたいなことになりがちなんですけど、すでに厳しい基準になっているので、

どちらかというと表彰というか褒めてあげるような制度設計にされても誘導基準はいいの

かなと考えております。単純に報告するだけではなくて、基準をクリアした良い企業だよ

と褒めてあげるような制度設計も一つあっていいかなと思いました。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

○事務局 ありがとうございます。 

  現行の制度の想定としても、報告いただいた基準の適合状況というのは、義務基準だけ

ではなくて、誘導基準も達成したら都のホームページで各事業者様のお名前とともに一覧

表で公表をさせていただく予定にはなっております。そこの公表の方法というところも適

切に考えていきつつ、各事業者さんが目指す価値があると思っていただけるような制度設

計にしていきたいと思っております。ご意見、ありがとうございます。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  ウェブ参加の先生方もよろしいでしょうか。よろしいですか。 
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  秋元委員、お願いいたします。 

○秋元委員 ぜひ褒める、インセンティブを与えるような、モチベーションを高めるような

制度があるべきと思います。その反面、義務基準に従わない場合というのは想定されるの

でしょうか。そのときは何か対応されるのでしょうか。 

○事務局 ありがとうございます。 

  条例の中で、義務基準へ著しく適合しない場合については、都のほうで指導・助言を行

った上で、それでも改善が見られない場合、勧告ないし、勧告したけれども実施していた

だけないという違反者の公表というところで、罰則的な規定というところは設けさせてい

ただいているというところでございます。 

  あわせて、先ほど磯部委員のご質問に対してご回答させていただきました、事業者名ご

とに基準の適合状況というのを都のホームページでお示しさせていただくというところは、

これは基準の適合状況についても併せて出てくるというところなので、そこでも一定の基

準を適合させなければならないというような、そういった方向に働くのかなと考えており

ます。 

○秋元委員 分かりました。よろしくお願いいたします。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  いかがでしょうか。よろしいですかね。 

  それでは、ほかにご意見がないようでしたら、議事の２、建築物環境計画書制度（大規

模建築物）についてに移らせていただきたいと思います。事務局から資料のご説明をお願

いいたします。 

○事務局 それでは、事務局から、資料２、建築物環境計画書制度（大規模建物）の強化・

拡充についてをご説明させていただきたいと思います。 

  本日、論点を説明させていただき、具体的な改正内容については今後開催いたします技

術検討会において改めてご説明させていただきたいと考えております。 

  スライド２をお願いいたします。初めに、建築物環境計画書制度の概要の説明になりま

す。 

  スライド３をご覧ください。 

  建築物環境計画書制度は、建築計画の段階から建築主の環境に対する積極的な取組を誘

導することを目的に、都内で２，０００㎡以上の建物の新築を行う建築主を対象としてお

ります。 
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  制度の概要は大きく４点ございます。左側、四つぽちがありますけども、まず一つ目、

東京都が定める指針に基づきまして、建築主に環境配慮の取組内容と評価を記載した計画

書、こちらを東京都に提出していただき、概要を東京都がホームページで公表しておりま

す。公表により、環境に配慮した建物は不動産市場で評価されることを目指しております。

主な環境配慮事項は右の表のとおりでございまして、記載の４分野につきまして３段階の

評価基準を定めております。 

  ２点目といたしまして、省エネ性能基準への適合、太陽光発電設備等の再エネ設備の設

置、電気自動車の充電設備の整備等を義務づけております。再エネ設備の設置と充電設備

整備につきましては、本年４月から義務化が開始されております。 

  ３点目と４点目、こちらは環境性能の見える化に関するもので、住宅向けには、新築マ

ンション等の建築主に対し販売等の広告物に図のような「マンション環境性能表示」の掲

出を義務づけております。非住宅用途につきましては、３００㎡以上を売買・賃貸する建

築主に対し、売買・賃貸等の相手方に環境性能評価書の交付を義務づけております。 

  スライド４をご覧ください。こちら、建築物環境計画書制度の改正経緯の主な概要にな

ります。 

  ２００２年（平成１４年）１０月に制度を開始しております。当初は延べ面積１万㎡超

の建物を対象に、義務基準を設けず３分野による評価から開始しております。その後、２

００５年にマンション環境性能表示制度の開始、環境配慮分野に「ヒートアイランド現象

の緩和」を追加、さらに２０１０年に非住宅用途への省エネ性能義務基準と再エネ設備導

入検討義務の新設、併せて対象規模５，０００㎡超へ拡大を図っております。 

  ２０１３年から２０１７年にかけては、非住宅用途の断熱義務の新設、省エネ性能基準

の強化等を行い、２０２０年４月に対象規模を２，０００㎡に拡大と省エネ性能基準の強

化と、再エネ電力利用検討の制度改正を行いました。 

  直近は２０２４年と２０２５年の改正を行っておりまして、これは次ページ以降の資料

でご説明させていただきます。 

  スライド５をご覧ください。こちらからは前回の制度改正の概要の説明になります。 

  初めに、省エネ性能基準の強化についてです。 

  住宅以外の用途のＢＥＩにつきましては、国の省エネ義務基準の強化に合わせ、令和６

年４月に１．０から、０．７５から０．８５に強化しております。ＢＰＩにつきましては

国の義務基準がありませんが、東京都独自で義務基準を設定しており、前回は改正は行っ
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ておりません。住宅用途につきましては省エネ性能義務基準がありませんでしたが、国の

義務基準と同様、本年４月から断熱、省エネとも義務基準を新設しております。 

  スライド６をご覧ください。新設しました再エネ設備設置基準になります。 

  左側の青背景に設置基準を示しておりまして、設置基準容量は、建築面積に設置基準率

５％を乗じ、さらに平米当たり０．１５ｋＷを乗じた量の設置が必要となっております。

また、右表に示します建物規模によりまして下限容量と上限容量を定めております。 

  続いて、スライド７をご覧ください。こちらも、前回新設しましたＺＥＶ充電設備の設

置基準になります。 

  整備基準は、基礎的充電場所となる専用駐車場、主に継ぎ足し充電場所となる共用駐車

場と、駐車場の使われ方によって分けて設定しております。また、整備内容は、充電器を

実装するものと、充電器設置の準備工事としまして配管等を整備するものの二つの基準と

しております。具体的には、表に記載している内容ですが、例えば専用駐車場の場合、５

台以上の区画を有する駐車場を対象に区画の２０％以上に充電設備を設置し、５０％以上

に配管等を整備する基準となっております。表の下に専用駐車場１０区画の場合の履行の

イメージを示しております。この場合、２区画に充電設備を設置し、配管等の整備は５区

画ですが、２区画が充電設備を設置しているため残りの３区画の配管整備が必要となりま

す。 

  スライド８をご覧ください。評価基準の強化・拡充になります。４つの環境配慮分野に

係る３段階評価の強化・拡充の主な概要についてです。 

  エネルギー使用の合理化及び再生エネルギーへの転換では、断熱・省エネ・再エネ設置

の各評価段階を引上げ、建物のゼロエミ化に寄与する省エネ・再エネの統合的な評価を追

加いたしました。 

  資源の適正利用では、低炭素資材の利用、建設に係るＣＯ２排出量の把握の取組を評価

する指標の追加を行っております。 

  生物多様性の保全では、現行評価を生物多様性に配慮した緑化を評価する指標へと再構

成、気候変動への適応では、災害ハザードエリアを踏まえた対策やＥＶ充電設備の整備等

を評価する手法を追加しました。 

  スライド９をご覧ください。建築物環境計画書の情報を活用した取組になります。 

  左側の住宅向けは、新築マンションの建築主に対し、販売等の広告物に図のようなマン

ション環境性能表示の掲出を義務づけております。国の省エネ表示制度と整合を図りまし
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て、一つのラベルで表示できるようにしております。 

  右側の非住宅用途は、対象規模を拡大し、３００㎡以上を売買・賃貸等する建築主に対

し、売買・賃貸等の相手方に図のような環境性能評価書の交付を義務づけております。こ

ちらも国の省エネ性能表示との整合を図っております。 

  スライド１０をご覧ください。こちらは建築物環境計画書制度の実績になっております。 

  グラフの左側がビル、非住宅用途の省エネ性能の推移、右が住宅の断熱性能の推移とな

っております。 

  左側、ビルの省エネ性能ですが、黄色が段階１、青が段階２、緑が段階３となっており

ます。計画書制度の創設後からだんだんと緑の段階３の割合が多くなり、省エネ性能の向

上に合わせ、基準の強化、対象規模の拡大等の制度改正を随時行っております。それによ

り省エネへの誘導を進めてきました。建築物省エネ法制定後、段階１のうち省エネ性能基

準付近にとどまるビルが１割程度超存在しておりますが、令和６年度の省エネ基準強化後

もその傾向は変わらない状況になっております。 

  右側の住宅用途、主にマンションですけども、こちらの断熱性能につきましては、令和

２年度以降の黄色の省エネ基準未達の割合についてですが、令和７年度の義務基準施行に

向けまして性能向上が図られてきたことが分かります。 

  スライド１１をご覧ください。こちらからは建築物環境計画書制度の改正に係る論点整

理になります。 

  スライド１２、お願いいたします。前回改正以降、建築物環境計画書制度の対象となる

大規模建物をめぐる動向になります。 

  一つ目、先ほど中小の制度でもございましたが、東京都では本年４月に「ゼロエミッシ

ョン東京戦略Ｂｅｙｏｎｄカーボンハーフ」を策定し、２０３５年までに温室効果ガス排

出量、２０００年比で６０％以上削減する新目標を設定しております。 

  二つ目、国におきましては、省エネ性能基準の強化として「ＧＸ ＺＥＨ」の創設に向

けた検討、あと、分譲マンションのトップランナー基準の新設等を行っております。 

  三つ目ですけども、ＩＢＥＣｓと国でライフサイクルカーボン削減に関する取組の進展

があり、本年４月、建築物のライフサイクルカーボンの削減に向けた取組の推進に係る基

本構想を策定、令和１０年（２０２８年度）以降に建築物ＬＣＡについて制度開始を目指

すことを示しております。 

  スライド１３をご覧ください。これらの動きを踏まえまして、建築物環境計画書制度改
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正の論点になります。 

  建築物環境計画制度の改正事項として３点を考えております。 

  まず一つ目、省エネ性能基準（断熱・省エネ）の強化になります。改正の方向性としま

しては、東京都の２０３５年の目標の達成、国が目指す省エネ性能の早期実現の観点から、

省エネルギー性能基準の強化を図りたいと考えております。具体的な基準値となるＢＰＩ、

ＵＡ値、ＢＥＩの各値等につきましては、本検討会でのご意見を踏まえまして設定してま

いりたいと考えております。 

  ２点目は、ＺＥＶ充電設備の整備基準の見直しになります。整備基準で、当面の間、整

備対象から除外としております機械式立体駐車場につきまして、基準を適用していきたい

と考えております。具体的な整備基準につきましては、本検討会でのご意見を踏まえ設定

してまいりたいと考えております。 

  ３点目は、建設時ＣＯ２排出量の把握・削減の取組の強化になります。算定ツール（Ｊ

－ＣＡＴ）の公表、国の建築物のライフサイクルＣＯ２排出量を把握する制度の動向等を

踏まえまして取組評価の内容を強化したいと考えており、具体的な評価基準につきまして

は、今後、技術検討会でのご意見を踏まえて設定していきたいと考えております。 

  スライド１４をご覧ください。 

  省エネ性能基準の強化に関してですが、スライドは現在の省エネ性能基準になります。

住宅以外の用途のＢＥＩ、住宅用途のＵＡ値とＢＥＩの段階３の水準につきましては、国

が２０３０年までに目指すＺＥＢ、ＺＥＨの水準と同じとなっております。住宅以外の用

途のＢＰＩにつきましては、国の省エネ基準がないため都独自で省エネ性能基準を設定し

ております。 

  スライド１５をご覧ください。 

  前回、令和４年度に開催しました技術検討会におきまして、左上、緑枠に拡大しており

ますが、２０３０年に向けて段階的に強化する省エネ性能基準を段階２、段階３に設定す

るとして、右側、緑枠で拡大した内容に示しておりますとおり、現在こちらの内容で段階

評価を実施してございます。 

  省エネ性能基準と段階評価の基準等の改正に当たりましては、東京都の２０３５年目標

の達成、ＺＥＢ・ＺＥＨの早期実現の観点から省エネルギー性能基準の強化を図りたいと

考えており、具体的な基準値は今後提示させていただきたいと考えております。 

  スライド１６をご覧ください。ＺＥＶ充電設備の整備基準の見直しに関してです。 
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  スライド中央に赤字で記載しておりますが、現在、整備対象から除外する駐車区画の一

つに「機械式立体駐車場（当面の間）」としておりますが、整備基準の適用を行いたいと

考えており、具体的な基準案につきましては今後提示させていただきたいと考えておりま

す。 

  スライド１７をご覧ください。 

  参考としまして機械式立体駐車場の種類を記載してございます。設置する建物用途や規

模により適する方式があること、また、方式による充電設備の設置の可否もあると思われ

ますので、ご意見を伺いながら検討していきたいと考えております。 

  スライド１８をご覧ください。 

建設時ＣＯ２排出量の把握・削減の取組みの強化になります。 

スライドは現行の段階評価の基準を示しております。段階１は、建設時ＣＯ２排出量を

把握していることを評価し、この場合、Ａ１からＡ５の一部を把握している取組について

も評価しております。 

  段階２につきましては、段階１の取組に加えまして、①建設時ＣＯ２排出量の削減目標

や方針を定め設計業務に反映している、または、②建設工事現場におけるＣＯ２排出量の

削減対策により当該排出量を２割程度削減している場合が段階２になります。 

  段階３は、段階２の取組に加えまして、主要構造部に係る建設時ＣＯ２排出量を算定、

把握し、建築主が当該排出量を公表する必要があります。 

  これらの内容の改正に向けまして、ライフサイクルカーボン削減に関する取組の進展を

踏まえまして取組を強化していきたいと考えており、具体的な評価基準につきましては国

の制度化の動向を踏まえて今後示させていただきたいと考えております。 

  スライド１９をご覧ください。今後の予定になります。 

  スライド２０になります。 

  本日、建築物環境計画書制度改正の論点を提示させていただきました。今後、改正案を

ご提示させていただき、来年、令和８年８月頃に改正内容を取りまとめ、その後、関連基

準類の整備を行い、併せて改正内容の周知を行ってまいりたいと考えており、令和１０年

度（２０２８年度）を目途に改正制度を施行してまいりたいと考えております。 

  説明については以上になります。 

○田辺会長 どうもありがとうございました。 

  それでは、ただいまの説明につきまして、皆様方からご質問、ご意見をいただきたいと
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思います。ウェブ参加の先生は手挙げ機能で、会場の皆様は名札か手を挙げていただけれ

ばと思います。いかがでしょうか。 

  それでは、磯部委員、お願いします。 

○磯部委員 いろいろご検討ありがとうございます。また、丁寧に説明いただきありがとう

ございました。 

  建設時ＣＯ２排出量の把握というところで確認したいことがあるんですけど、議論の最

中だと思うんですけど、幾つか視点があると思っていまして、段階２のところで当該排出

量を２割削減とするというところで、これは建設段階、建設現場におけるＣＯ２排出量に

ついて、建設現場におけるＣＯ２排出量の例えば１００％はどの値かというところが、私

自身見えていないところがあったりします。この２割削減というところの２割というとこ

ろが何かということを、しっかり定めていかなければいけないなと考えています。 

  この建設段階のＣＯ２排出量、資料で言うと１２ページにＪ－ＣＡＴとありますけども、

これはホールライフカーボンの評価ツールになっていて、建設段階だけを取り出して、今

回、評価するということになると思いますけど、まだまだ成熟していない部分もあります

ので、低炭素の材料とか、そういうところをどう絞り込むかというところも重要な視点に

なってくるかなと思っております。そういう意味で、この建設時排出量の削減２割程度と

いうところがありますけども、この辺りをどういう形で定めていくのかという点、何か方

針とかがあればお聞きしたいんですけどもいかがでしょうか。 

○鮫嶋事業支援担当課長 ありがとうございます。環境局、鮫嶋でございます。 

  現状、段階２で定めております２割の削減につきましては、施工現場でのエネルギー消

費量、Ａ５の部分のところとなりまして、現場で使う電気を再エネ電気としていただくよ

うな形で、そうでない場合と比べて２割削減できるというところで定めているところでご

ざいます。この辺り、今回の改正に当たってどうしていくかというところにつきましては、

今後、ご提示をさせていただきたいというふうに考えております。 

○磯部委員 非常に難しい取組かなと思っていまして、重機等も入ってくるのでその取扱い

とか、あと事務所部分の省エネ・再エネ導入というのもありますけども、やれるところで

しっかり線引きをしていくということが必要かなと思いますので、把握できるところでど

うやって２割削減というところを見ていくかというところを慎重に、いろいろご意見を聞

きながら調整されるといいかなと思いました。ありがとうございます。 

○田辺会長 ありがとうございます。 
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  これは現行基準なので、ここから具体的な評価を変えていこうという議論でという理解

でいいですよね。 

○鮫嶋事業支援担当課長 おっしゃるとおりでございます。 

○田辺会長 これは現行の基準で、ここから特にＪ－ＣＡＴができたことによって２０２８

年から国交省等で建築物ＬＣＡについての制度開始を目指すとされているので、そこに向

けてこの現行基準からどのように変えていくかというご議論を、ご意見をいただくという

ような理解でいいですよね。 

○鮫嶋事業支援担当課長 おっしゃるとおりでございまして、国のほうで今ライフサイクル

カーボンの制度化の議論がされておりますので、現状と比べましてそのベースの取組の部

分が上がっていくというところが考えられますので、それよりさらに削減を促していくよ

うな形で計画書制度のほうを改正していきたいというふうに考えているところでございま

す。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  当時議論していたときはまだ計算法が、特にＪ－ＣＡＴなどがなかったということと、

建設現場、建設業協会が現場での削減に関してご提案とかそういうのがあった関係で、こ

の割合は取組をすれば可能だろうということで、いずれかどちらかを選ぶということで２

番目が載っているという背景があります。 

○鮫嶋事業支援担当課長 おっしゃるとおりでございます。ありがとうございます。 

○田辺会長 いかがでしょう。また何度もご発言いただければと思います。 

  宮坂委員、お願いします。 

○宮坂委員 宮坂です。ご説明、ありがとうございます。 

  建設ＣＯ２の話は前回の改定のときにも話題になっていて、今、田辺先生がおっしゃっ

たように、計算ツールはまだ決まっていない中でできる範囲で把握してもらいたいという

思いがあってということで聞いています。設計者的には、現場段階ではない設計段階の建

設ＣＯ２を把握するというとそれなりに手間もかかるしどうしたものかと結構ホットな話

題になっているところで、Ｊ－ＣＡＴができて今後それを使っていくという流れになるの

かと想定しています。いずれにしても、いろいろな材料のデータベース含めたツールの整

備を今、国がまさしく推進しているところですし、計算する上でどれだけの作業量とか時

間とか、そういったものも検討されているというふうに聞いています。とりあえず設計と

しては作業負荷が上がることは事実だと思っていますので、そのあたりはクライアントや
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関係者に理解してもらう必要があると思っているところです。かなり注視していきたいと

思っております。 

  一方、確認ですが、機械式駐車場にも充電設備を設けるということで、都内は特に多い

のでそれは有効かと思っています。メーカーさんと具体的にどういうシステムだと必要な

設備はどうなるか、設置スペースや実現可能性などについて検討を進められていて、その

結果をもってご提案いただく流れとなっているのでしょうか。 

○鮫嶋事業支援担当課長 ありがとうございます。環境局、鮫嶋でございます。 

  １点目のところ、ＣＯ２のところにつきましては、おっしゃっていただいたとおり、Ｊ

－ＣＡＴですとかＯｎｅ Ｃｌｉｃｋというようなツールがございますので、この制度を

つくった当時より算定していただきやすいような状況になってきているというところで、

国の制度化の動向も見ながら、削減につながるような制度の仕組みを構築していきたいと

いうふうに考えているところでございます。 

  ２点目の機械式立体駐車場のほうにつきましては、おっしゃっていただいたとおり、前

回の検討会のときもメーカーさんのほうにヒアリングをしながら、できる・できないとい

うところを確認して除外という形にしておりまして、今回も同様にヒアリングをして、そ

れを踏まえて実現可能なところについて制度の対象としていきたいというふうに考えてい

るところでございます。 

○宮坂委員 ありがとうございます。 

  そうすると、メーカーさんのこういう立駐のシステムにオプションというか、それはも

う東京都の場合はマストなのかもしれないですけども、そういう充電設備付のシステムを

メーカーさんのほうで開発されるという認識でよろしいですか。 

○鮫嶋事業支援担当課長 ありがとうございます。 

  前回の検討会のときの資料でもお示ししておりますが、既に整備されているメーカーさ

んですとか開発中というところが前回の時点でもございますので、その結果を踏まえて適

用するところを決めていきたいと考えております。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  ほかの委員、朝吹委員、いかがですか。お願いいたします。 

○朝吹委員 朝吹です。ご説明、ありがとうございました。 

  私もこの１８ページの建設時ＣＯ２に関して幾つか述べたいと思いますけど、まず建設

時ＣＯ２、今の算定ツールをつくられたものは資材の種類と量を基に基本的に算定してい
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くものですけれども、資材の種類と量というのは同じ用途とか同じ構造でもかなり差が出

てくるものなので、建設時ＣＯ２も公表されたとしてもかなりばらついてくるんではない

かなというふうに思っています。 

  例えば公表されて低い数字だったとしても、それが何かの削減策を講じて低くなったの

か、それともたまたま建築条件的に低くなったのか、あるいは削減策をして下がったんだ

けれどほかの性能も一緒に下がってしまった、環境以外の性能も下がってしまったのかと

か、そういったところが分からないというのがちょっと心配というか、公表されるんであ

ればいろんな人が見ますので、事業者さんのほうは分かっていてもほかのステークホルダ

ーのいろんな方々が見たときに、そこら辺、数字をうまく理解とか解釈できないこともあ

るんではないかという、そんなことを考えたりしています。なので、その理解のところ、

数字をどう理解していくかとか、理解をしてもらうための公表の仕方とか、そこら辺は非

常に注意していかなければならないかなと思っているところです。 

  その一方で、目的は削減だと思いますので、第一弾はこの段階２のところでどういった

削減策を取って、どのくらいの量を削減されたかという、そこだと思っています。そうい

うことを公表していただくとそれはほかの事業者さんの参考にもなると思いますし、ステ

ークホルダーの皆様の参考にもなるということだと思います。 

  今、段階２というのは、事業者さんがこういう取組をしましたという自己宣言で段階２

というふうに評価されるんでしょうか。本当であれば何を基準にというのがあると思いま

すけど、従来よりもどういう方法でどれだけ削減したかというのを公表できるといいんで

はないかなというふうに思いました。 

  以上です。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  事務局、よろしいですか。 

○鮫嶋事業支援担当課長 ありがとうございます。環境局、鮫嶋でございます。 

  今、ご指摘いただいたところ、ちょっと順番は前後いたしますが、段階２のところにつ

きましては、仕様書の中にこういったところも盛り込んでいただいたりというところで段

階２の評価として扱うというふうにしております。 

  数字のばらつき、横並びの比較ですとか性能とのトレードオフのところについては、今

の国の検討会の中でも議論になっているかと考えておりまして、その辺り、国の制度の動

向も見ながら、おっしゃっていただいたとおり、やはり削減をしていただくことが目的で、
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その努力が建物を購入される方、利用される方に伝わっていくようなことが大事かなと思

っておりますので、そこをうまく伝えられるような制度としていきたいと考えております。 

  また、そのために数字を解釈、理解していただくというためには、やはりこの建設時Ｃ

Ｏ２を削減していくということの意義、その必要性というところも併せて発信をしていか

なければいけないと考えているところでございます。うまく建物を利用される方に伝わる

ような制度としていきたいと考えております。 

○田辺会長 ありがとうございます。じゃあ、よろしいですかね。 

  秋元委員、いかがでしょうか。 

○秋元委員 ありがとうございます。 

  建設時のＣＯ２排出量の把握、削減の取組の強化は、ご回答いただいたとおり国の委員

会でも議論しているところなので、うまく協調してやっていっていただきたいと思います。 

  例えば地盤の条件でも、地下躯体とか杭とかでどのぐらいそのエンボディードカーボン

が増えていくのかというのが変わってくるかと思いますので、東京都の中で地域によって

目指すべきレベルというのをケーススタディしておく必要が出てくると思います。一方で

再エネの促進を求めているような地域もあるので、そこを整理することができるとよいで

す。 

  そして、６ページは再エネの設備設置基準ですが、今後この基準値をいつまで継続して

使うのかというような議論が前段でありました。それにもよりますが、例えば今後ペロブ

スカイト太陽電池であるとかＢＩＰＶが増えてきたときに屋根のことだけを議論していく

のでは時代遅れになる可能性もあります。そういったことも含めて柔軟に対応できるよう

な考え方にしたほうがよいと思いました。 

  あと、７ページでＺＥＶの充電のことがあります。これは 50％以上の区画に事前に設

備の準備をしておくことを求めていこうということなのでよいようにも思う反面、公共交

通機関を積極的にということを推進する考えもありますので、どこまで事業者なりの負担

を求めるかというところも併せて、経済合理性についても検討しておく必要が出てくるか

と思いました。 

  以上でございます。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  事務局、いかがでしょうか。 

○鮫嶋事業支援担当課長 ありがとうございます。環境局、鮫嶋でございます。 
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  １点目の建設時ＣＯ２につきましては、ご指摘いただいたとおり、実態を踏まえまして

制度のほうを改正していきたいと考えてございます。 

  ２点目の６ページのところ、再エネ設備設置基準のところにつきましては、次世代型ソ

ーラーセル普及状況等を踏まえながら、今後そういったところも踏まえて、普及状況を見

ながら検討は必要かなと考えているところでございます。 

  ３点目のＺＥＶ充電設備のところにつきまして、今お示ししておりますのが現行の基準

のところでございます。現行基準の中でお問合せをいただく中で、機械式立体駐車場につ

けた場合でもこの義務の基準をクリアできるかというようなお問合せをいただくこともご

ざいますが、現行それができないというところがありますので、機械式立体駐車場の普及

状況、技術的なところを見ながら、より設置していただきやすいような形で制度のほうの

改正をしていければと考えております。 

  以上でございます。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  ほかにご意見はございませんでしょうかね。よろしいですか。 

  会長からも少し。一番最後に今後の予定がありますけど、この検討は長丁場と考えてい

いということですかね。 

○鮫嶋事業支援担当課長 ありがとうございます。 

  今回、第１回では論点をお示ししておりまして、具体的な基準につきましては、今後、

順次、ご提示をさせていただきながら令和８年８月までにかけて取りまとめをしていきた

いと考えておりまして、その中で義務の基準につきましては、先ほどの中小と同様に意見

表明をしていただく場も今後設けていきたいと考えておりますので、そういった形でお願

いできればと存じます。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  １３ページの論点のところなんですけども、まずは省エネ性能基準、断熱・省エネです

けども、２０３５年の都の目標を書こうとすると、先ほどの東京都の新築とか改修とか置

き換わりのデータがないとなかなか数字として置き換えが難しいので、前回のものでもい

いのかもしれませんが、先ほど申し上げたように、建設費高騰によってだいぶ新築とかが

影響を受けるんじゃないかとは思っていまして、その中で決めていくということが重要か

なというふうに思います。 

  それから、最終的には東京都はＣＯ２の温室効果ガスの削減を目指すので、省エネに加
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えて再エネ利用をどうやってやるかとか電源をどういうふうに調達するかというのはかな

り重要なことなのです。その辺りも、電力あるいはガスなどの原単位がどういうふうに変

わっていくかというのは、３５年はすぐかもしれないけど、４０年ぐらいに向けては議論

しておく必要があるのかなというふうに思います。 

  あと、省エネだけでゼロになると思われる人が一般の方でいるんですけど、それはゼロ

にならない。必ずエネルギーの使用というのが必要で、再エネであってもエネルギーなの

でエネルギー使用が必要になります。どこかでやっぱり限界というのがあるわけです。特

に、今後かなりＢＥＩの値が厳しくなると、用途によって相当困難な、病院とか、後から

エアコンなどを設置するような飲食とかは大変じゃないかというふうにも思います。後で

宮坂委員に意見を伺えればと思っています。今、年間８００件ぐらいある申請と、国総研

では申請の悉皆データをお持ちなので、用途による難しさとか、東京と同等のところに建

っているものがどういう設備とかどういうような組合せでクリアできてきているかとか、

そういう情報を少し整理していただきながら議論できるとよい。あるいは事業所の方から

そういうデータをいただくというのが重要かなということです。住宅のほうについてもそ

うでございます。 

  論点の中で、先ほど秋元委員がおっしゃいましたけど、項目に再エネは入れておいても

いいんじゃないかと思うんです。今、省エネ、ＺＥＶ、建設時ＣＯ２になっているので、

特にペロブスカイト太陽電池が出てくると３５年ぐらいだとそこそこ使われる可能性もあ

ります。Ｊクレジットの太陽光は実は義務化したものは追加で認められないというような

意見も出ていると承知しているんですけども、ペロブスカイトについてはクレジット化が

少しできるようなこともあって伸びてくる可能性もある。太陽光も設置方法とかそういう

のに関してご検討いただくといいかなと。 

  電気自動車は私はあまり知見がなくて、宮坂委員とかに本当に置けるのかとか、その辺

りを教えていただければと思います。 

  あと、最後のＣＯ２、Ｊ－ＣＡＴがせっかくできたんですけど、まだどの値が正しいか

というのがなかなか日本全体でわからない。先ほど軟弱地盤で基礎があるところはやっぱ

り多くなるし、用途によっても変わるし、そのデータがそろってくるまではまずは計算し

ていただくことでしょう。現場での再エネを調達していただくというのは大変いいこと、

東京都内の区なんかでもそういうふうに現場で動きがありますので非常にいいことなんで

す。けれども、一気に基準がなかなか決まらないことは、後で磯部先生に補足いただけれ
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ばと思います。その辺りも事業者の皆様から意見をいただいて丁寧に議論していただくと

次の東京ならではの姿が見えてくるのかなと思います。 

  それから、東京都内の再開発の計画、もう二千四十何年という議論が既にされています。

そこがどうなるかというのも非常に実は重要な今回の議論です。３５年を出すということ

は非常に重要な議論かなというふうにも承知しております。意見なので事務局には直接お

答えいただかなくてもいいですけど、もしコメントがあればお願いします。 

○鮫嶋事業支援担当課長 ありがとうございます。 

  実際のデータ、都内だけでなく国総研さんのデータなどを踏まえて設定をすべきという

ところは承知をしておりますので、そういった形で進めていきたいと、現実的なところで

進めていきたいと考えております。 

  それから、１５ページのところで、こちら前回の資料になってしまいますが、ここで赤

枠のところでも囲んでおりますが、次期制度基準、それから今回になりますが、その次、

２０３０性能基準というところで、引き続き段階的に制度の強化というところは図りなが

ら、２０３５の目標、その先、２０５０に向けて取り組んでいきたいと考えているところ

でございます。 

  すみません。以上でございます。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  宮坂委員、ぜひ補足をお願いします。 

○宮坂委員 宮坂です。 

  設計をやる身としまして、ＢＥＩの強化は国の方も大規模建築物の方も強化されている

ので、例えば今、病院という話がありましたが、０．８５、実は結構というかかなり厳し

い状況です。これはいろんな要因があるんですけども、国交省の設計基準、茶本と言われ

ているものですが、それに則って計算して容量・スペックを決めると、もうそこでかなり

余裕率とか安全率とかもかかったものになるのでなかなか厳しい。要は容量を下げるのが

難しい実態があります。また、コージェネを入れると BEI 上のメリットがありますが、中

規模、２，０００平米以下のものでコージェネを入れるのかというと現実的に難しい状況

もあります。ここは実績も見ながらだと思いますが、これは東京都というよりも国の話に

はなってくるかとは思いますけれども、厳しい状況にはなっています。なので、基準の消

費エネルギー量を見直すとか、計算ルール上の見直しをしていくという動きの話も一方で

聞いてはいますけれども、そういう意味でいろいろと苦労しながら今みんなで進めている
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という状況であるということをお話ししたいと思いました。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  磯部委員、お願いします。 

○磯部委員 武蔵野大学の磯部です。 

  建設時ＣＯ２排出は、私自身も研究の分野で専門ではあるのでいろいろ情報は収集して

いる部分がございます。ただ、学術的には幾つかデータはそろいつつも、実業ベースで同

じ方法で同じ評価の範囲でデータを横並びにしたというケースが事例としては、まだまだ

そろってきていないというところです。上記より、現行の基準でもしっかり目標ができて

いるのかなとは思っていまして、第二段階の設計段階で建設時ＣＯ２排出量削減目標や方

針を示しているというところで、ここで低炭素のコンクリートを選んでいただいたり、リ

サイクルをされた建材、ＣＯ２の低くなる建材等もございますので、そういうものが採用

されているというところでしっかりフォローできていると認識しています。あとは、デー

タをそろえながらしっかり方針を立てていければ、この建設時ＣＯ２排出量の把握と削減

という意味では大きな効果を得られてくるのかなとは思っております。ただ、そこの中で、

今後、基準の決め方として、どこに重点を当てていくかというところが大きなところかな

とは思います。躯体の部分で低炭素のコンクリートを使っていきましょうとか鉄を使って

いきましょうというところの方針等が出てくれば、よりよい基準になってくるのかなとは

思いました。まだまだ議論していく段階だと思います。今後、議論が必要かと思いますけ

ど、参考としていただければ幸いでございます。 

○田辺会長 コメントされますか。 

○鮫嶋事業支援担当課長 ありがとうございます。 

  できるだけ事業者の皆様に取り組んでいただきやすいような、取組の指標となるような

制度にできればと考えているところでございます。 

○田辺会長 磯部委員と秋元委員に伺いたいんですけど、現行のものはアップフロントカー

ボンにかなり焦点を当てていて、それは建築が計画されてから建つところまでじゃないと

その後は難しいだろうということで現状はアップフロント側の基準になっているんです。

けれども、Ｊ－ＣＡＴができてくるとホールライフカーボンでの評価ができるのでそうい

う方向に移していくべきなのかどうなのかというのもご意見を、ホールライフカーボンで

やっぱり考えるべきなのかというご意見をいただければと思いますが。 

  秋元委員、いかがでしょうか。 
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○秋元委員 我々がこれまで取り組んできたオペレーショナルカーボンを減らしていくこと

がもちろん重要です。そのうえでホールライフで評価していくということが求められます。

ただ、建設時のことがこれまであまり十分に考慮されていなかったため、１８ページのあ

るような建設時ＣＯ２を明示化していくということが必要であると思っています。 

  また、建設時ＣＯ２排出量を下げることを意識すると逆に費用が増していくようなこと

もあるので、経済的なことをどこまで東京都が強制なり誘導していくかというところにま

た別の課題があると思います。Ｊ－ＣＡＴを含めてのそのＣＯ２の評価については、磯部

先生にご発言いただきたいと思います。 

  あと、今日のこの議論の中で出ていなかったこととして、地球温暖化に影響するフロン

冷媒のことがあります。そのことも含めて考えるとなると、やはりオペレーションを含め

たホールライフというのはさらに重要であろうかと思います。 

  以上です。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  それでは、磯部委員、続いてお願いします。 

○磯部委員 私からも。秋元先生のおっしゃるとおりでございまして、もともとオペレーシ

ョナルはかなり水準が高い設定がなされていると理解しています。そういう意味で、まず

は建設時というところもありますけども、やはり、空調設備などの冷媒漏えいというとこ

ろがホールライフにおいては一定の影響があることが知られているため、建設時ＣＯ２と

冷媒漏えいというところも大きな要素になり得るため、そこをしっかりモニターしていか

なければいけないなというところになるかなと思います。ただ、現行は建設時ＣＯ２排出

量というところに焦点を当てるということは非常に重要かと思います。秋元先生からご意

見がありましたように、建設時のＣＯ２排出を低くすると実は省エネというか性能が低く

なってしまう部分もあったりするので、そのバランスをしっかり見てホールライフに統合

していかなきゃいけないというところが重要かなと思います。上記、知見が得られてくる

のは、まだ先ではあると思いますけども、早い段階で東京都でもそういう議論が始まって

くるとよりよいことになってくるかなと思います。 

○田辺会長 事務局、いかがでしょうか。ご意見なので回答はしづらいと思いますけど。 

○鮫嶋事業支援担当課長 ご指摘いただいたところを踏まえて検討していきたいと思います。

ありがとうございます。 

○田辺会長 この部分、かなりいろんな方が関心を寄せており、特に不動産事業者の方はか
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なり関心があると思うんです。今、東京都が示しているＣＯ２の排出はエネルギー起源の

排出になっていますよね、図が。やはり、エンボデッドカーボン部分を、世界のＷＢＣＳ

Ｄとかは１０％と言っていますし、国内だと９％ぐらいだと言われていますけれども、ど

のくらいの割合を占めるのかというのは図を作って説明しないといけない。ここを強化す

ると言われてもどの部分を削減するのというような意見があるでしょう。まだ、大分時間

があるのでそういう説明の資料は作られたほうがいいんじゃないかなというふうに思いま

す。 

  東京がどんどん重たくなっているということを発言される方がいます。いっぱい外から

資材を持ってきているので東京都は重たくなっているんじゃないかと。確かにそうなんで

すよね。それから、論文では面白いのがあって、植物とか動物とかが生み出す重さよりも

建築物などの人工工作物のほうが重たくなっているという論文があるんですよね。マンメ

イドの人工的に作ったモノの重さの増分のほうが重たくなって、二千何年から抜いたとい

う論文があります。都内に持ってこられる材料の分はここで示していた方が良い。３５年、

４０年、５０年を議論するのだと何か裏づけのデータがあって施策をやられたほうがよい。

そのような説明が必要かなとは思います。一方で、東京が繁栄もしなきゃいけないから、

世界と競争もしていかないといけないので、そこをどう捉えるかというのがなかなか難し

いと思いますけど、ぜひよろしくお願いします。 

○鮫嶋事業支援担当課長 ありがとうございます。承知いたしました。 

○田辺会長 ほかにご意見はいかがですか。朝吹先生、よろしいですか。ありがとうござい

ました。 

  それでは、ご意見がないようでしたら、議事の３、今後のスケジュールについてに移り

たいと思います。事務局から資料の説明をお願いいたします。 

○事務局 ありがとうございます。それでは、資料の３、今後のスケジュール（予定）につ

いてご説明させていただきます。 

  本日、令和７年６月３０日、新築建築物制度改正等に係る技術検討会第１回ということ

で、建築物環境報告書制度の強化・拡充の義務基準と、環境計画書制度の強化・拡充の論

点整理としてご提示させていただきました。明日７月１日から７月１５日まで、建築物環

境報告書制度対象事業者の皆様から意見表明の募集をさせていただく予定になっておりま

す。こちらにつきましても、先日のプレス発表資料のほうで内容等詳細を発表させていた

だいております。こちらの意見表明の内容がありましたら、次回、令和７年８月７日木曜
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日、技術検討会第２回におきまして対象事業者の皆様からの意見表明をお願いする予定で

ございます。こちらの時間につきましても、本日と同様、１５時から１７時の予定となっ

ております。その後、第３回以降、順次開催していく予定になってございます。 

  以上になります。 

○田辺会長 ありがとうございました。 

  今後のスケジュール等について何かご質問はございますか。よろしいでしょうか。 

  ありがとうございます。 

  それでは、多岐にわたる有益なご意見、ありがとうございました。本日の議論全体を通

じてご意見、ご質問などがあればお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

  よろしいですか。秋元委員、いかがでしょうか。 

○秋元委員 特段ございません。ありがとうございます。引き続きよろしくお願いいたしま

す。 

○田辺会長 ありがとうございます。 

  それでは、以上をもちまして本日の議事は終了となります。これ以降については事務局

に引継ぎをさせていただきたいと思います。 

○事務局 田辺会長並びに委員の皆様、長時間にわたり誠にありがとうございました。 

  それでは、これをもちまして東京都新築建築物改正制度等に係る技術検討会第１回を閉

会いたします。本日は、長時間どうもありがとうございました。 

   

午後 ４時５６分 閉会 

 

 


